
勝央町 下水道事業経営戦略 【概要版】

下水道事業（全体）処理区域人口、有収水量、料金収入の見通し
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• 令和６年度決算における主な経営指標は次のとおりです。（３事業合算による下水道全体指標）
• 経常収支比率︓97％（公共下水94%、特環下水102％、農業集落102％）
• 経費回収率 ︓67％（公共下水73%、特環下水67％、農業集落22％）
• 水洗化率 ︓95％（公共下水98%、特環下水92％、農業集落89％）
• 企業債残高 3,269百万円（公共下水1,121百万円、特環下水1,646百万円、農業集落502百万円％）

＜投資について＞
• ストックマネジメント計画に基づき、現在の健全度（施設等の劣化状況を数値化した指標）を維持するための事業費を定め、効

率的かつ効果的な投資を行います。
＜財源について＞
• 経常収支比率︓中長期的に100％以上を維持することを目標とします。
＜財源の目標に関する考え方＞
• 経常収支比率は、当該年度の経常収益で維持管理費等の経常費用をどの程度賄えているかを示す指標であり、健全経営を続

けていくために単年度収支の黒字化を目指します。
• 施設整備等の投資については、国・県補助金及び企業債を財源として見込んでいます。また、一般会計からの繰入金については、

国が示す繰出基準に基づく繰入を原則としつつ、基準外の繰入を可能な限り抑制していく方針です。今後も維持管理費用の縮減
に努め、基準外繰入金を安易に増加させることがないようにします。

１．事業概要
事業名︓勝央町下水道事業 経営戦略計画期間︓令和７年度〜令和16年度(10年間)
供用開始年度︓公共下水道（昭和55年度）特定環境保全公共下水道（平成5年度）農業集落排水事業（平成12年度）
処理区域内人口密度︓14.5人／ha（処理区域内人口10,526人、処理区域面積726ha 令和6年度実績）
処理区数︓３処理区（勝央処理区【南部】、【北部、西勝間田地区】、吉野地区）
処理場数︓２処理場（勝央浄化センター、吉野処理場)
事業運営組織︓上下水道部

２．経営状況

３．将来の事業環境

（１）処理区域内人口等
• 計画期間末の令和16年度には、少子高

齢化等の影響により、令和６年度実績か
ら処理区域内人口は96％程度に減少し、
同様に接続人口も減少する見込みです。

• 処理区域内人口は、「勝央町クリーンライフ
100構想 令和5年3月」に示された推計
値を採用し、令和６年度までの実績を考
慮して補正しました。

（２）有収水量

（３）料金収入

推計実績

４．経営の基本方針
• 下水道事業では、第5次勝央町振興計画に掲げている、美しく快適な生活環境づくりのため、効率的で安全・安心な施設管理に

努めます。
• 岡山県クリーンライフ100 構想に基づき、水洗化を促進し水洗化率の向上に努めます。
• 施設・管渠の長寿命化計画の策定により、適正で効率的な維持管理に努めます。
• 浸水被害の防止及び軽減に取り組み安全で安心なまちづくりに努めます。

５．投資財政計画

６．今後の検討予定等

推計実績

推計実績

• 計画期間末の令和16年度には、接続人
口の減少に伴い、令和6年度実績の97％
程度に減少する見込みです。

• 有収水量＝接続人口×１人当たりの有
収水量(令和4〜6年度実績平均)

• 計画期間末の令和16年度には、有収水
量の減少に伴い、令和6年度実績の97％
程度に減少する見込みです。

• 使用料＝有収水量×有収水量１㎥当た
り使用料(令和4〜6年度実績平均)

• 広域化・共同化・最適化については、本町だけの取組みには限界があるため、県及び近隣自治体と足並みを揃えて、中長期的な
将来を見据えて積極的に検討していきます。

• 民間活力の活用については、既に、施設管理、マンホールポンプ保守管理等を民間事業者に委託しており、これらに加えて、他自
治体の先進的取組事例の調査を行い、民間活用における官民のリスク分担やそのことによる利害得失（リスク及びメリット）を把
握すると共に、引き続き、民間活力の活用を検討していきます。

• 直ぐの料金改定は予定していませんが、経営環境の様々な変化をモニタリングし、今後の料金改定の必要性についても継続的に検
討を続け、財源の確保を図っていく必要があります。

• 将来にわたって安定的に事業を継続していくため、PDCAサイクルの考えに基づき、投資・財政計画の達成状況について毎年度進
捗管理を実施し、計画と実績の乖離を検証・対応していきます。

• また、概ね５年ごとに総合的な検証を行ない、さらなる現状分析や社会状況の変化などを考慮し、本戦略を更新します。
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